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2025年度
住宅関連施策を読み解く
特集

株式会社ティーアンドエス
注目企業を訪ねる

Well-beingの実現は、
スマートウェルネス住宅の普及から

ここでちょっと一息 Coffee Break
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2026
年度

2027
年度2025年度

戸建住宅ZEH化等支援事業
【環境省】
戸建住宅ZEH化等支援事業
【環境省】‒◯

● ［ZEH］55万円/戸　● ［ZEH+］100万円/戸（ハイグレード仕様には10万円/戸、25万    円/戸の加算）
    ※加算措置：①蓄電池システム上限20万円　②CLT定額90万円/戸　③地中熱ヒートポ     ンプ･システム定額90万円/戸
　 ④PVTシステム65万円・80万円・90万円/戸 　⑤液体集熱式太陽熱利用システム12     万円・15万円/戸

継
続

終
了

継
続

2026年3月31日まで

2025年12月31日まで
（予算上限到達次第終了）

2025年12月31日まで
（予算上限到達次第終了）

2025年12月31日まで（予算上限到達次第終了）

ZEH
（ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス）

省エネ、
断熱リフォーム

長期優良住宅化

◯‒

◯‒

次世代省エネ建材の実証支援事業
【経産省】
次世代省エネ建材の実証支援事業
【経産省】

長期優良住宅化リフォーム推進事業
【国交省】
長期優良住宅化リフォーム推進事業
【国交省】

● ［外張断熱］対象費用の1/2以内　（上限：1～ 4地域は400万円/戸、5～ 8地域は300   万円/戸）
● ［内張断熱］対象費用の1/2以内　（上限：200万円/戸）
● ［窓断熱］対象費用の1/2以内　（上限：150万円/戸、窓と任意製品を併用する場合は20   0万円/戸）

● インスペクション等費用+対象工事費用の1/3（上限：80万円/戸、長期優良住宅認定を      取得する場合は160万円/戸）　
    ※加算措置：上限額に50万円/戸（①三世代同居対応 ②若者世帯・子育て世帯 ③既存住     宅購入のいずれかを満たす場合）

税     

制

税     

制

補
　助
　金

補
　助
　金

既存住宅の断熱リフォーム支援事業
【環境省】
既存住宅の断熱リフォーム支援事業
【環境省】◯‒ ● ［トータル断熱・居間だけ断熱］対象費用の1/3以内

    （上限：①高性能建材120万円/戸　②蓄電システム20万円　③蓄熱設備20万円　④熱     交換型換気設備等5万円　⑤EV充電設備5万円

登録免許税登録免許税◯ ● 所有権の保存登記：本則0.4％に対して0.1％（一般住宅は0.15％）　
● 所有権の移転登記：本則2.0％に対して、 　 0.2％、  　0.1％（一般住宅は0.3％） 2027年3月31日まで

固定資産税固定資産税‒ ◯

‒ ◯

2026年3月31日まで

不動産取得税不動産取得税◯

‒

● 課税額：控除額が1,300万円（一般住宅は1,200万円）　● 税率：本則4.0％に対して    3.0％（一般住宅も同様）　 課税額：2026年3月31日まで（一般住宅は恒久措置）　税率：2027年3月31日まで

固定資産税固定資産税‒
‒

◯ ● 1/2減額を5年間（一般住宅は3年間） （上限：120㎡相当分） 2026年3月31日まで

所得税（投資型減税）所得税（投資型減税）‒◯ ● 標準的な性能強化費用相当額の10％を控除（上限：65万円） 2025年12月31日まで

2025年12月31日まで

良質な住宅取得等に
係る贈与税非課税措置 贈与税贈与税◯◯ ● 非課税限度額：良質な住宅1,000万円（一般の住宅は500万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    ※良質な住宅の要件：一定の省エネ、耐震、バリアフリー性能のいずれかを有する住宅
2026年12月31日まで

リ
ニュ
ー
ア
ル

継
続

耐震改修 ◯‒ 住宅・建築物耐震改修事業
【国交省】
住宅・建築物耐震改修事業
【国交省】

● 耐震診断：国と地方で2/3
● ［個別支援］耐震補強設計等：国と地方で2/3　改修工事（除去含む）：国と地方で23％    （上限：83.8万円/戸、多雪区域は100.4万円/戸）
● ［パッケージ支援]：耐震補強設計+改修工事：国と地方で100万円、多雪区域120万円、     密集市街地等150万円（上限：対象工事費用の8割）
    ※加算措置：併せて省エネ改修を行う場合は［省エネ基準適合レベル］30万円/戸（上限：対象費    用の4割）［ZEHレベル］70万円/戸（上限：対象費用の8割）

継
続

◯◯ 子育てグリーン住宅支援事業
【国交省・環境省】
子育てグリーン住宅支援事業
【国交省・環境省】

子育てエコホーム支援事業
　<新築>　● ［長期優良住宅］100万円/戸　● ［ZEH水準住宅］80万円/戸　
　　　　　   ※市街化調整区域かつ土砂災害・浸水想定地域の場合は補助額を半額とする　     
　　　　　   ※子育て･若者夫婦世帯に限る
<リフォーム>　● 住宅の省エネ改修（必須）+子育て対応改修等の対象工事に応じて定める    額　
　　　　　　　　   [子育て・若者夫婦世帯]　上限：30万円/戸、長期優良リフォームを行う場    合は45万円/戸、既存住宅購入を伴う場合は60万円/戸
　　　　　　　　   [その他の世帯]　上限：20万円/戸、長期優良リフォームを行う場合は    30万円/戸

子育てグリーン住宅支援事業
<新築> ● ［GX志向型住宅」160万円/戸　● ［長期優良住宅］80万円/戸＊
 ● ［ZEH水準住宅］40万円/戸＊
 ※ （＊）は子育て･若者夫婦世帯に限る、古家の除去加算あり
<リフォーム>　● 住宅の省エネ改修（必須）+子育て対応改修等
  の対象工事に応じて定める額
  ［Sタイプ］必須工事3種全てを実施　上限：60万円/戸　
                           ［Aタイプ］必須工事のうち2種を実施　上限：40万円/戸

    ● 1/2を1年間減額（上限：120㎡相当分）　　 ● 1/3を1年間減額（上限：100㎡    相当分）
    ● 1/3を1年間減額（上限：120㎡相当分）　　 ● 2/3を1年間減額（上限：120㎡    相当分）

    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円）＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万    円　
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：20万円）＋その他工事の5%＝最大控除額60万円
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円（35万円＊））＋その他工事の5%＝最大控      除額62.5万円（67.5万円＊）　
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円）＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万     円　
    ● ［耐震＋省エネ＋耐久性］控除率：対象工事の10%（上限：50万円（60万円＊））＋    その他工事の5%＝最大控除額75万円（80万円＊）
    ● ［耐震または省エネ＋耐久性］控除率：対象工事の10%（上限：25万円（35万円＊））    ＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万円（67.5万円＊）
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円）＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万    円
         ※（＊）は太陽光発電を設置する場合　※工事限度額は1,000万円　※「その他工事」    は対象工事の限度超過分を含む

所得税（リフォーム促進税制）所得税（リフォーム促進税制）

良質な住宅の
取得に係る
特例措置

既存住宅の性能
向上を図るための
リフォームに係る
特例措置

住宅省エネ
キャンペーン

◯‒ 先進的窓リノベ事業 【環境省】先進的窓リノベ事業 【環境省】 ● 高い断熱性能を持つ窓･ドアへの改修費用の1/2相当等を定額補助（上限：200万円）

◯◯ 給湯省エネ事業 【経産省】給湯省エネ事業 【経産省】 ●  [エネファーム]18万円/台　[ハイブリッド給湯機］10万円/台　［エコキュート]8万円    /台
     ※加算措置：①性能加算（2~5万円/台）②撤去加算（蓄熱暖房機10万円/台・電気温水     器5万円 /台）

[認定長期優良]
[認定低炭素]
[ZEH水準]
[省エネ基準適合]

所得税（住宅ローン減税） 所得税（住宅ローン減税） ◯ ◯

<新築・買取再販＞  ● 要件：2,000万円以下、床面積50㎡以上（新築の場合、2024年ま     でに建築確認を受けた場合　所得1,000万円以下、床面積40㎡以上）
 ● 控除率：ローン残高の0.7％　● 控除期間：13年（10年＊）　
 ● 借入限度額： 2022年・2023年入居 　　　5,000万円 　　4,5　 00万円 　　4,000万円 （一般住宅は3,000万円）
   2024年･ 2025年入居 　　　4,500万円 　　3,5　 00万円 　　3,000万円 （一般住宅は0円・2,000万円＊）
   2024年･ 2025年入居（子育て世代等）  　　 5,000    万円 　　4,500万円 　　4,000万円   ※ （＊）2023年までに確認建築を受けた一般住宅
<既存住宅> ● 要件：2,000万円以下、床面積50㎡以上
 ● 控除率：ローン残高の0.7％　● 控除期間：10年　● 借入限度額     ：                 3,000万円 （一般住宅は2,000万円） 　

2025年12月31日まで

2026年3月31日まで

2026年3月31日まで

（「給湯省エネ2025事業」で継続）
■ 変更点　[エネファーム]16万円/台　[ハイブリッド給湯機］8万円/台
［エコキュート]6万円/台　※加算措置：①性能加算（4~7万円/台）
②撤去加算（蓄熱暖房機8万円/台・電気温水器4万円/台）　

（「先進的窓リノベ2025事業」で継続）

■ 変更点　　　　　
[ZEH＋]　定額補助90万円/戸

■ 変更点
［個別支援］上限：97.86万円/戸、多雪区域117.32万円/戸　　　　　　　　　　　　　　　　
［パッケージ支援］上限：115万円/戸、多雪区域140万円/戸、密集市街地175万円/戸）

■ 変更点　
リニューアルして「既築住宅のZEH改修実証支援事業」に組み込む

[耐震改修]
[バリアフリー]
[省エネ]
[三世代同居]
[長期優良住宅化]
[子育て]

2024年度良質な住宅への
施策一覧

新
築

既
築

住宅関連施策を読み解く2025年度

＊ 掲載している内容は戸建て住宅に関する情報です
＊ 2025年度当初予算案・税制改正法案は国会審議中であり（2025年2月現在）、内容変更の可能性ががあります
＊ 表は、確定していない内容も一部含みます（公募時期などは4月以降に発表される予定）
＊ 補助事業は予算金額に達した場合、予定よりも早期に終了する場合があります
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事
業
者
へ
の
Ｂ
Ｉ
Ｍ
の
普
及
拡
大
を
支
援

す
る
こ
と
で
業
界
全
体
の
社
会
実
装
を
加

速
さ
せ
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
併
せ
て
、

Ｂ
Ｉ
Ｍ
に
よ
る
建
築
確
認
を
可
能
に
す
る

こ
と
で
さ
ら
な
る
省
力
化
・
生
産
性
向
上

を
図
り
ま
す
。
そ
の
た
め
に
、
２
０
２
６

年
春
に
は
Ｂ
Ｉ
Ｍ
図
面
審
査
を
開
始
で
き

る
よ
う
取
り
組
み
を
進
め
る
予
定
で
す
。

耐
震
化
と
脱
炭
素
対
策
を
推
進
す
る

　

も
う
一
つ
は
、
２
０
２
４
年
度
補
正
予

算
で
「
高
齢
者
向
け
耐
震
改
修
融
資
（
リ

バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ
型
）
の
無
利
子
化
・

低
利
子
化
」
と
い
う
新
事
業
を
立
ち
上
げ

ま
し
た
。
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
「
リ
・

バ
ー
ス
60
」
＊
２
を
活
用
し
た
耐
震
改
修
融

資
に
対
し
、
60
歳
以
上
の
利
用
者
が
毎
月

支
払
う
利
子
部
分
を
減
額
す
る
仕
組
み
で

す
（
図
１
）
。

　

そ
の
他
、
新
た
に
創
設
し
た
「
暮
ら
し

維
持
の
た
め
の
安
全･

安
心
確
保
モ
デ
ル

事
業
」
で
は
、
災
害
発
生
後
の
初
動
対
応

を
迅
速
に
行
う
た
め
に
、
地
域
の
工
務
店

等
で
構
成
さ
れ
る
グ
ル
ー
プ
に
対
し
、「
資

材
調
達
を
含
め
た
木
造
仮
設
住
宅
の
供
給

マ
ニ
ュ
ア
ル
策
定
」
や
「
被
災
住
宅
の
応
急

修
理
訓
練
」
な
ど
の
モ
デ
ル
的
取
り
組
み

に
最
大
１
０
０
０
万
円
を
支
援
し
ま
す
。

既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用

マ
ン
シ
ョ
ン
の
長
寿
命
化
を
支
援

　

建
物
の
高
経
年
化
と
居
住
者
の
高
齢
化

と
い
う
「
二
つ
の
老
い
」
を
抱
え
た
日
本

の
マ
ン
シ
ョ
ン
は
、
管
理
不
全
が
深
刻
な

問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
解
決
す

る
た
め
に
27
億
円
の
予
算
を
計
上
し
、「
マ

住
ま
い
・
く
ら
し
の
安
全
確
保

耐
震
改
修
融
資
の
利
子
を
低
額
化

　

２
０
２
４
年
１
月
の
能
登
半
島
地
震
に

お
け
る
被
災
地
は
、
高
齢
者
の
割
合
が
高

く
耐
震
化
が
な
か
な
か
進
ん
で
い
な
か
っ

た
こ
と
も
あ
り
、
多
く
の
住
宅
が
被
害
を

受
け
ま
し
た
。
い
つ
起
こ
る
か
分
か
ら
な

い
災
害
リ
ス
ク
に
ど
こ
ま
で
お
金
を
か
け

る
か
二
の
足
を
踏
む
高
齢
者
に
ど
う
し
た

ら
動
い
て
い
た
だ
け
る
か
が
大
き
な
課
題

で
す
。
そ
こ
で
、
費
用
の
負
担
を
軽
減
す

る
二
つ
の
対
策
で
耐
震
化
を
加
速
さ
せ
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

一
つ
は
「
住
宅･

建
築
物
耐
震
改
修
事

業
」
の
補
助
限
度
額
の
引
き
上
げ
で
す
。

補
強
設
計
等
お
よ
び
耐
震
改
修
工
事
に
つ

い
て
、
一
般
住
宅
へ
の
補
助
限
度
額
を

１
０
０
万
円
か
ら
１
１
５
万
円
へ
と
引
き

上
げ
ま
し
た
。

　

２
０
２
５
年
度
の
住
宅
局
関
連
予
算
で

は
、
ま
ず
昨
年
の
能
登
半
島
地
震
の
被
害

を
踏
ま
え
、「
住
ま
い
・
く
ら
し
の
安
全

確
保
、
良
好
な
市
街
地
環
境
の
整
備
」
と

し
て
防
災
・
減
災
対
策
を
強
化
し
ま
す
。

次
に
、「
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用
と

流
通
市
場
の
形
成
」
で
は
既
存
ス
ト
ッ
ク

の
長
寿
命
化
な
ど
に
よ
り
良
質
な
住
宅
ス

ト
ッ
ク
形
成
に
取
り
組
み
ま
す
。
三
つ
目

は
、「
住
宅
・
建
築
物
に
お
け
る
脱
炭
素

対
策
等
」
で
、
省
エ
ネ
対
策
に
加
え
建
築

物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
カ
ー
ボ
ン
削
減
に

向
け
た
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
き
ま

す
。
そ
し
て
、
子
育
て
世
帯
等
＊
１
が
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
住
ま
い
の
実
現
な
ど
を

目
指
す
の
が
「
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ

る
多
様
な
住
ま
い
の
確
保
」
で
す
。
最
後

に
「
住
宅
・
建
築
分
野
の
Ｄ
Ｘ
・
生
産
性

向
上
の
推
進
等
」
で
新
技
術
の
実
装
な
ど

に
よ
り
生
産
性
の
向
上
を
目
指
し
ま
す
。

育
て
グ
リ
ー
ン
住
宅
支
援
事
業
」
を
環
境

省
と
と
も
に
創
設
し
ま
し
た
。
補
正
・
当

初
を
合
わ
せ
て
２
５
０
０
億
円
の
予
算
で
、

①
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
を
大
き
く
上
回
る
「
Ｇ
Ｘ

志
向
型
住
宅
」
の
新
築
、
②
子
育
て
世
帯

等
の
「
長
期
優
良
住
宅
」「
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
住

宅
」
の
新
築
、
③
既
存
住
宅
の
「
省
エ
ネ

リ
フ
ォ
ー
ム
」
と
い
う
三
つ
の
支
援
を
実

施
し
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、
賃
貸
住
宅
で

の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
適
合
率
が
低
い
こ
と
か
ら
、
注

文
・
分
譲
住
宅
に
加
え
て
賃
貸
住
宅
の
新

築
も
補
助
対
象
と
し
ま
し
た
。

　

住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
の
さ
ら
な
る
向
上

を
目
指
し
て
新
設
し
た
「
Ｇ
Ｘ
志
向
型
住

宅
」
の
要
件
は
①
断
熱
等
性
能
等
級
「
６
以

上
」
、
②
一
定
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

の
削
減
率
に
適
合
す
る
も
の
、
さ
ら
に
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
自
家
消
費
を
拡
大

す
る
観
点
か
ら
、
③
Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
の
設
置
を

求
め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
（
図
２
）
。 

一
戸
当
た
り
の
補
助
額
は
、
全
世
帯
を
対

象
に
し
た
「
Ｇ
Ｘ
志
向
型
住
宅
」
が

１
６
０
万
円
、
子
育
て
世
帯
等
の
「
長
期

優
良
住
宅
」「
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
住
宅
」
は
基
本

80
万
円
・
40
万
円
で
、
従
前
の
住
宅
を
除

却
す
る
場
合
は
１
０
０
万
円
・
60
万
円
と

な
り
ま
す
。「
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
」
に
関

し
て
は
、
補
助
対
象
工
事
と
し
て
必
須
工

事
３
種
と
付
帯
工
事
が
あ
り
＊
３
、
必
須

工
事
の
水
準
を
引
き
上
げ
て
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水

準
に
相
当
す
る
省
エ
ネ
性
能
以
上
の
改
修

工
事
と
し
て
い
ま
す
。
補
助
額
は
、
必
須

工
事
全
て
を
実
施
す
れ
ば
上
限
60
万
円
／

戸
、
い
ず
れ
か
２
種
の
場
合
は
上
限
40
万

円
／
戸
で
す
。

住
宅
・
建
築
分
野
の
Ｄ
Ｘ

建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
で
の
建
築
確
認
へ

　

昨
年
度
の
「
建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ
加
速
化
事
業
」

の
後
継
と
な
る
「
建
築
Ｇ
Ｘ
・
Ｄ
Ｘ
推
進

事
業
」
を
創
設
し
、
補
正
・
当
初
予
算
合

わ
せ
て
70
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
Ｂ
Ｉ
Ｍ
の
普
及
拡
大
に
よ
る
生
産
性

向
上
の
推
進
だ
け
で
な
く
、
Ｂ
Ｉ
Ｍ
に
部

材
等
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
デ
ー
タ
を
紐
づ
け
、

建
築
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
カ
ー
ボ
ン
＊
４ 

削
減
に
向
け
た
Ｌ
Ｃ
Ａ
＊
５
実
施
も
一
体

的
に
支
援
す
る
こ
と
で
住
宅
・
建
築
分
野

の
Ｇ
Ｘ
・
Ｄ
Ｘ
を
加
速
さ
せ
た
い
と
考
え

て
い
る
か
ら
で
す
。“
Ｇ
Ｘ
”
に
関
し
て
は
、

欧
州
な
ど
で
は
す
で
に
規
制
が
始
ま
っ
て

い
る
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
カ
ー
ボ
ン
に
つ
い

て
、
日
本
で
は
ま
だ
数
値
化
す
ら
で
き
て

い
な
い
現
状
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
Ｌ

Ｃ
Ａ
実
施
費
用
に
つ
い
て
最
大
６
５
０
万

円
／
件
を
上
限
に
定
額
補
助
す
る
予
定
で

す
。
ま
た
、“
Ｄ
Ｘ
”
に
つ
い
て
は
、
中
小

２
０
２
５
年
度
の
国
土
交
通
省
住
宅
局
関
連
の
当
初
予
算
は
１
７
２
４
億
円
で
、
お
お

む
ね
例
年
並
み
の
規
模
と
な
る
。
重
点
施
策
と
し
て
例
年
同
様
に
５
本
の
柱
を
挙
げ
る
が
、

能
登
半
島
地
震
の
被
害
を
踏
ま
え
た「
耐
震
化
の
加
速
」と
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
を
大
き
く
上

回
る「
Ｇ
Ｘ
志
向
型
住
宅
」を
導
入
し
た「
子
育
て
グ
リ
ー
ン
住
宅
支
援
事
業
」に
注
目
だ
。

住
宅
局
関
連
の
補
正･

当
初
予
算
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
、
国
土
交
通
省
住
宅
局
に
話

を
聞
い
た
。

2025年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

国土交通省 住宅局総務課
企画官

福
ふ く し ま

嶌 教
の り さ と

郷 氏
2025年度当初予算案は国会審議中であり（2025年2月現在）、内容変更の可能性ががあります

（参考）ZEH水準：断熱等性能等級5以上、一次エネルギー消費量の削減率（再エネ除く20％以上、再エネ含む100％以上）

＊1	 子育て世帯等：「18歳未満の子を有する世帯（子育て世帯）」または「夫婦のいずれかが39歳以下の世帯（若者夫婦世帯）」
＊2	「リ・バース60」：住宅金融支援機構と提携する民間金融機関が提供する高齢者を対象とした住宅ローン。毎月の支払いは利息のみとし、元金

は利用者の死亡時に担保物件の売却代金などで一括返済

＊3	 ● 必須工事: ①開口部の断熱改修、②躯体の断熱改修、③エコ住宅設備の設置（①、②についてはZEH水準に相当する省エネ性能以上の改修工事に限る） 
● 付帯工事：④子育て対応改修、⑤防災性向上改修、⑥バリアフリー改修、⑦空気清浄機能・換気機能付きエアコンの設置、⑧リフォーム瑕疵保険等への加入

＊4	 ライフサイクルカーボン：建築物を構成する資材等の製造、運搬、施工、改修、解体に至るまでの建築物のライフサイクル全体において発生するCO2

＊5	 LCA：ライフサイクルアセスメント。製品やサービスのライフサイクル全体で環境に与える影響を評価する手法

ン
シ
ョ
ン
総
合
対
策
モ
デ
ル
事
業
」
を
創

設
し
ま
し
た
。
こ
の
事
業
で
は
、
①
マ
ン

シ
ョ
ン
長
寿
命
化
へ
の
先
導
的
な
取
り
組

み
と
、
②
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
先
導
的

な
老
朽
マ
ン
シ
ョ
ン
対
策
を
支
援
し
ま

す
。
①
は
既
存
の
躯
体
を
有
効
活
用
し
て

長
寿
命
化
す
る
「
一
棟
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

工
事
」
や
「
超
高
層
マ
ン
シ
ョ
ン
の
給
排

水
設
備
の
長
寿
命
化
工
事
」
な
ど
を
想
定

し
て
い
ま
す
。
②
は
「
管
理
不
全
マ
ン

シ
ョ
ン
化
防
止
の
た
め
の
実
態
調
査
」
や

「
再
生
の
た
め
の
調
査
、
建
替
・
除
却
工

事
」
な
ど
で
、
①
②
と
も
に
費
用
の
一
部

を
支
援
し
ま
す
。

住
宅
・
建
築
物
の
脱
炭
素
対
策

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
を
上
回
る

Ｇ
Ｘ
志
向
型
住
宅

　

脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
て
、

２
０
３
０
年
ま
で
に
、
新
築
住
宅
の
「
Ｚ

Ｅ
Ｈ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
適
合
義
務
化
」

を
目
指
し
て
い
ま
す
が
、
新
築
住
宅
の
Ｚ

Ｅ
Ｈ
水
準
適
合
率
は
ま
だ
４
割
程
度
で

す
。
こ
う
し
た
現
状
の
対
策
と
し
て
「
子

④ 利用者の死亡時に、相続人は「一括返済」か、「担保物件の売却による返済」を選択
（ノンリコース型の場合は、売却代金が残債務に満たなくても、追加請求はしない）

① 改修費用の融資（無利子または低利子）

耐震改修を実施（自治体の補助が要件※）※本制度を利用する場合、補助の一定額が減額

【制度のスキーム】

② 住宅・土地に担保を設定
毎月の支払いは無しまたは本来の金利の1/3）

利用者負担無し 利用者負担減額

 ③ 保険料支払い・利子補給

金融機関

リ・バース60

⑤ 相続人からの一括返済が見込めない場合、
機構が保険金を支払い

利
用
者

相
続
人

住宅金融
支援機構

【利子減額幅のイメージ※】  ※ 取扱金融機関によって、実際のローン商品において適用される減額パターンは異なる

申込年齢が70歳以上の場合 申込年齢が60～69歳の場合

住宅融資保険契約

融資期間全額
利子減額
（融資終期まで）

融資金利
（利子補給前）

融資期間

70歳台 80歳台・・・

3分の2
利子減額
（融資終期まで）

70歳台60歳台 80歳台・・・

利用者負担

全額
利子減額
（融資終期まで）

利用者
負担

① 60歳以降、利子の
2/3を減額（低利子）

② 70歳以降、利子の
全額を減額（無利子）

全期間、利子の全額を減額（無利子）

図１. 高齢者向け耐震改修融資の利子減額幅のイメージ

図2. 「ＧＸ志向型住宅」の要件（戸建住宅の場合）

省エネ性能 一般（右記以外） 寒冷地等 都市部狭小地等

① 断熱等性能等級 等級6以上 等級6以上 等級6以上

② 一次エネルギー
消費量の削減率

再生可能エネルギー
を除く 35％以上 35％以上 35％以上

再生可能エネルギー
を含む 100％以上 75％以上 （要件なし）

③ HEMSの設置 必須 必須 必須
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太陽光パネルリサイクル義務化へ
本年中の国会提出目指し制度設計進む

　現在、太陽光パネルを廃棄する場合は廃棄物処理法に
基づいて産業廃棄物として適正に処理すればよく、リユー
スやリサイクルは義務化されていません。そのため、ほ
とんどが破砕して埋め立てられている状況です。太陽光
パネルの重量の約７割を占めるガラスをはじめとして、
解体手法や素材のリサイクルについては高度な技術が確
立されつつあります。しかし、法律もインセンティブも
ないことや、リサイクル事業者が限られているため破砕
や埋め立てによる中間処理・最終処分費用よりリサイク
ル費用の方が高いことなどが、太陽光パネルのリサイク
ル推進のハードルとなってきました。
　一方で、廃棄される太陽光パネルの推計発生量は2030
年代半ばから増加し、40年代には最大50万t/年程度まで
達するとされています。国内の産業廃棄物の最終処分場
はおよそ19年で埋まってしまうという試算もあり、太陽
光パネルのリサイクルは喫緊の課題となっています。そ
こで、太陽光パネルのリサイクルを円滑に進め、一定水
準以上の資源循環を目指すための義務的な制度の創設に
向けて議論が進められています。
　拡大生産者責任＊の考え方により原則的に製造事業者
がリサイクルの義務を負う日本の個別リサイクル法では、
物品の特性に合わせて家電リサイクル法や自動車リサイ
クル法、建設リサイクル法などがあり、中でも自動車で
は99％リサイクルが進んでいます。太陽光パネルのリサ
イクル法も個別リサイクル法を参考に、「モノ」「費用」「情
報」という３つの論点から制度が検討されています。

　　　 対象とする太陽光パネルの範囲をどうするのか

　現状、第一ターゲットは地上設置型の非住宅用となって
いますが、住宅用については対象外とするのか、非住宅用
と同じ扱いとなるのかはまだ検討中です。また、非住宅用
は山間部や地方に多く設置されており、確かな技術を持つ
リサイクル工場へどう集めるかも課題です。対象を明確に
して、効率的な収集運搬の仕組みを構築する必要があります。

　　　 誰がいつ、どのような形で費用を負担するのか

　個別リサイクル法同様に原則として拡大生産者責任とす

るのが理想ですが、太陽光パネルの場合ほとんどが中国な
ど海外からの輸入品であり、製造業者による回収や再資源
化は困難です。そのため、解体費用（解体・撤去・収集運
搬）は設備所有者、再資源化費用（リサイクル費用）は製
造業者・輸入業者等に負担を分配するなどの案も検討さ
れています。また、費用回収の対象を新設のみとするのか、
過去に遡り既設まで含むのかもポイントとなります。いず
れにせよ、費用を適正に徴収できるか否かがリサイクルお
よび円滑な資源循環のための大きな課題となっています。

　　　 いつ、どのような情報が必要か

　太陽光パネルにはヒ素やカドミウムなどの有害物質が
含まれている場合もあるため、リサイクル事業者に対す
る物性情報の提供は不可欠です。また、使用済み太陽光
パネルの放置対策のためにも、いつ・どこに・何メガワッ
ト設置されたかなどの情報を公的に収集しておく必要も
あります。第三者機関が費用等を管理している個別リサ
イクル法を参考に、第三者機関の設置によって情報や費
用を管理する仕組みづくりも模索されています。
　以上、「モノ」「費用」「情報」の3つの論点全てがうまく
かみ合わなければ、義務化後の資源循環を円滑に進める
ことは困難です。現時点ではまだハードルは高いものの、
リサイクルへの流れが止まることはないでしょう。リサ
イクルだけでなくリユースの仕組みづくりなども含めて
複数の論点から議論を進め、関連法案について2025年の
国会提出を目指す方針となっています。

＊	拡大生産者責任：製品が使用され、廃棄された後においても、当該製品の生産
者がリユース・リサイクルや処分に物理的・財政的な責任を負うという考え方。

2025年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

脱炭素社会に向けて導入が進む太陽光発電。2025年4月から東京都において一部の
新築住宅等への設置義務化が始まるなどその動きは加速する一方で、将来の廃棄に
対する懸念も高まっている。環境省と経産省は太陽光発電設備のリサイクル制度を検
討する合同会議を設置し、太陽光パネルのリサイクル義務化に向け、本年中の国会提
出を目指して審議を開始した。制度化に当たってどのような検討がされているのか、
同会議のオブザーバーである太陽光パネルリユース・リサイクル協会に話を聞いた。

一般社団法人
太陽光パネルリユース・
リサイクル協会
事務局長

細
ほ そ

田
だ

 雅
ま さ

士
し

 氏

循環型社会を形成するための法体系と
太陽光パネルリサイクルへの制度化のイメージ

廃棄物処理法 廃棄物の適正処理 資源有効利用推進法 3Rの推進

社会の物質循環確保、天然資源の消費抑制、環境負荷低減

一般的な仕組みの確立

循環型社会形成推進基本法

個別物品の特性に応じた規制（個別リサイクル法）

容器包装 家  電 食  品 建  設

主
な
論
点

モ  ノ

費  用 ・設備所有者・製造業者等（輸入業者含む）への負担配分  ・既設を対象とするのか

情  報 ・物性情報・設備情報提供等の管理　・第三者機関の設置

自動車 小型家電 太陽光パネル

・設置形態による対象範囲の区分  ・登録制や中間集積所の整備  ・リユース

モノ

情報

費用
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『月刊 HOUSING』編集長・リクルー
ト住まい研究所主任研究員などを経て
フリージャーナリストに。マンション
購入・戸建て建築・リフォームと自邸
で実践しながら、国内外で取材・コン
サルティング活動を行う。

藤井 繁子住生活ジャーナリスト

住宅業界の旬な話題をお届けします！住宅業界の旬な話題をお届けします！ここでちょっと一息

Kenzai Monthly March 20257 ※	バイオフィリックデザインとは、「（人間は）生まれつき自然とつながりたいという欲求を持っている」
という概念、バイオフィリアを空間デザインに取り入れた手法のこと

Well-beingの実現は、スマートウェルネス住宅の普及から
断熱改修の動機付けを“省エネ”より“健康”で！
　4月から全ての新築建築物に省エネ基準適合が義務化さ
れますが、課題となるのは既存住宅への対策です。約5,000
万戸のうち、省エネ基準適合は約11%のみ、無断熱の住
宅は約30%もあるのです（2018年度・国交省資料）。
　この断熱性能の低い住宅が、居住者の健康を害するとい
う調査結果を発表したのは日本サステナブル建築協会（ス
マートウェルネス住宅等推進調査委員会）です。村上周三
委員長は「住宅断熱化の改修投資は、省エネCO2削減より
も、病気を防ぐことによる医療・介護費削減の経済インパ
クトが大きい」と住宅断熱の意義をアピールしました。 
　今回の調査で明らかになったのは、室温と血圧との因果
関係です。住宅改修5年後の追跡調査によって、WHO（世
界保健機関）が推奨している“冬の室温18℃以上”が高血
圧を抑制するエビデンスを得ました。低室温は高血圧化を
招くだけでなく、就寝前の室温が低いと（15℃以下）、夜
間頻尿や睡眠障害の原因にもなるという結果です。しかし、
全国調査で室温18℃以上だった家は北海道など約1割のみ
です。このようなエビデンスが周知され、住まい手が室温
管理は疾病予防になると実感できれば、健康、命に関わる
問題として断熱改修も進むのではと期待します。

スマートウェルネス住宅の健康インフラ
　医科学的なエビデンスに基づいた住まいの研究は、住宅
各社も取り組んでいます。国民病ともいえる花粉症に取り
組むのはパナソニックホームズです。全館空調システムに
搭載されたHEPAフィルター付き換気・空調システムの優

れた花粉除去性能が評価され、花粉問題対策事業者協議会
（JAPOC）による「花粉対策製品認証」を取得しました。
　積水ハウスは千葉大学と共同で、住環境と健康の因果関
係を医学的観点から研究しています。今回、住まいの広さ・
リビングルームの天井の高さが居住者の精神的健康に貢献
する可能性について調査エビデンスを基に発表しました。こ
のような設計や設備など居住環境インフラを整備することで、
健康を意識しなくても健康的な生活習慣を実行できる「ゼロ
次予防住宅」の創造を目的として研究が進められています。

照明や木質建材、健康に暮らす必須アイテム
　遠藤照明がエビデンスとともに紹介しているのは、光が
人間の健康や生体リズム等に与える影響です。適切な時間
に適切な量の光を浴びないと体内リズムが乱れ、睡眠ホル
モンであるメラトニンが正常に分泌されません。その結果、
がんや不眠症、うつ病、認知症、高血圧、糖尿病といった
疾患や健康リスクを引き起こします。光と健康の関係につ
いて解説した<お役立ちBOOK『照明知識』>をホームペー
ジで提供、建築関係者への活用を促しています。
　一方、住友林業ではBrainEnergy、東京慈恵会医科大
学と3者で、うつ病に対する木の効果解明研究に2020年か
ら取り組んでいます。うつ病など精神疾患に対する薬物以
外の代替療法として、植物や木材といった自然の要素を活
用した「バイオフィリックデザイン※」に注目した研究です。
内装を木質化した治療室などで臨床試験を進め、治療環境
効果を明らかにしていきます。
　社会のデジタル化による生活の変化は著しく、健康を害
する事象が多様に増加しています。Well-being、心身健
康に過ごすことができる住生活を実現するための研究に注
目しています。
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室温が上がると血圧は下がる。特に高齢者や循環器系疾患のある人
は顕著。断熱改修によっても、高齢者は5.0mmHg血圧が下がった

（国交省スマートウェルネス住宅等推進調査事業）

【起床時収縮期血圧（年齢別）】
（最高血圧 mmHg）
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135
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（室温）

日本高血圧学会
家庭血圧による高血圧の判断基準

80歳男性
60歳男性

60歳女性 80歳女性

80歳男性

80歳女性

30歳男性

30歳女性

60歳男性

60歳女性

0.3μmの微粒子を99.97％捕集するHEPAフィルターは、外気の
汚れだけでなく室内の空気中に漂う細かなホコリや花粉、ハウスダ
スト、浮遊菌にも対応   （右）花粉対策製品認証「JAPOCマーク」

【HEPAフィルター搭載の全館空調システム『エアロハス』のイメージ】

空調ユニット
（高効率専用エアコン・
HEPAフィルター）

排気ファン

プレフィルター 床下給気ファン
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本　　社 	●	埼玉県越谷市弥生町
		  1-12
創　　業 	●	2002年
資 本 金 	●	3,000万円
従 業 員 	●	60名
事業内容 	●	スーツケース、旅行バッグ、

旅行用品および関連商品
の企画・販売・卸

情
報
格
差
を
な
く
す
よ
う
取
り
組
み
ま
し
た
」

自
社
の
強
み
を
再
定
義
し

ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
の
商
品
価
値
を
広
げ
る

︱
︱ 

ハ
ー
ド
面
で
は
、
他
社
製
品
と
の
差
別
化
を

目
指
し
た
。
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
と
い
う
商
品
は
大
き

な
差
が
な
く
比
較
が
難
し
い
と
感
じ
て
お
り
、
そ

れ
を
打
開
し
た
い
と
取
り
組
ん
だ
の
は「LEG

EN
D

 
W

ALKER

」の
特
徴
を
再
定
義
す
る
こ
と
だ
っ
た
。

  

「
優
れ
た
走
行
性
を
実
現
す
る
自
社
開
発
の
静

音
キ
ャ
ス
タ
ー
や
、
軽
量
で
耐
摩
耗
性
に
優
れ
た

オ
リ
ジ
ナ
ル
の
素
材
な
ど
を
は
じ
め
、
当
社
は
多

く
の
機
能
性
を
実
現
す
る
技
術
を
持
っ
て
お
り
、

業
界
で
は
あ
ま
り
例
の
な
い
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
に
も

対
応
し
て
き
ま
し
た
。
そ
こ
で
、
機
能
性
・
走
行

性
・
安
全
性
・
高
品
質
・
ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス
が

当
社
の
強
み
で
あ
り
、
こ
れ
ら
全
て
を
備
え
た
も

の
が
『LEG

EN
D

 W
A

LKER

』
だ
と
再
定
義

し
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
ブ
ラ
ン
ド
は
当
社
に
し

か
で
き
な
い
と
自
負
し
て
い
ま
す
。
ま
た
今
で
は
、

自
宅
で
置
き
場
所
に
困
ら
な
い
よ
う
薄
く
畳
め

る
、
狭
い
場
所
で
も
開
閉
し
や
す
い
な
ど
、
活
用

シ
ー
ン
に
応
じ
た
様
々
な
視
点
か
ら
開
発
し
た
豊

富
な
ラ
イ
ン
ア
ッ
プ
も
そ
ろ
え
て
い
ま
す
」

︱
︱ 

ペ
ッ
ト
と
の
外
出
に
便
利
で
電
車
に
も
持
ち

込
み
可
能
な
ペ
ッ
ト
キ
ャ
リ
ー「
ｉ
Ｃ
Ｏ
」や
、
コ

ス
プ
レ
イ
ヤ
ー
が
衣
装
な
ど
を
立
て
た
ま
ま
持
ち

運
べ
る
キ
ャ
リ
ー「
Ｌ
Ａ
Ｙ
Ｅ
Ｒ
」な
ど
ユ
ニ
ー
ク

な
商
品
も
提
供
。
利
用
シ
ー
ン
を〝
旅
行
〟か
ら

〝
移
動
〟へ
と
広
げ
る
攻
め
の
改
革
で
、
新
た
な
市

場
を
開
拓
し
た
。
さ
ら
に
、
こ
れ
ま
で
の
小
売
店

中
心
の
販
売
だ
け
で
な
く
オ
ン
ラ
イ
ン
ス
ト
ア
を

立
ち
上
げ
、
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
を
１
点
購
入
す
る
と

不
要
に
な
っ
た
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
を
１
点
無
料
で
引

き
取
る
リ
サ
イ
ク
ル
サ
ー
ビ
ス
も
開
始
。
市
場
環

境
に
左
右
さ
れ
な
い
基
盤
づ
く
り
に
も
注
力
し
た
。

  

「
新
た
な
パ
ー
パ
ス
の
も
と
、
営
業
部
門
は
小

売
店
や
ユ
ー
ザ
ー
の
声
を
吸
い
上
げ
、
課
題
を
開

発
チ
ー
ム
が
検
討
す
る
な
ど
、
情
報
共
有
に
よ
る

マ
ー
ケ
ッ
ト
イ
ン
型
の
商
品
を
開
発
す
る
体
制
も

で
き
ま
し
た
。
情
報
を
分
断
せ
ず
一
元
化
で
き
る

よ
う
組
織
を
改
編
し
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
に
も
注
力
し

て
、
商
品
の
破
損
状
況
な
ど
か
ら
見
え
て
き
た
課

題
を
新
た
な
開
発
に
生
か
せ
る
よ
う
に
な
っ
て
い

ま
す
」

︱
︱ 

Ｖ
字
回
復
を
果
た
し
成
長
を
続
け
る
同
社
。

今
後
は
海
外
進
出
も
加
速
さ
せ
、
現
在
の
世
界
９

カ
国
展
開
か
ら
世
界
中
へ
と
拡
大
さ
せ
る
構
え
だ
。

  

「
畳
め
る
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
の
よ
う
に
課
題
解
決

を
実
現
し
つ
つ
、
新
し
い
市
場
を
開
拓
し
て
い
き

た
い
で
す
。
人
生
の
経
験
に
寄
与
す
る
も
の
は
全

て〝
旅
〟だ
と
考
え
、
旅
行
だ
け
で
な
く
買
い
物

な
ど
の
日
常
使
い
や
趣
味
、
入
院
時
な
ど
様
々
な

ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
よ
う
ラ
イ
ン
ア
ッ
プ
を
拡

大
し
、使
い
方
を
提
案
す
る
と
と
も
に
ス
ー
ツ
ケ
ー

ス
の
可
能
性
を
広
げ
て
い
き
た
い
で
す
ね
」

が
育
て
て
き
た
会
社
を
つ
ぶ
し
た
く
な
い
、
コ
ロ

ナ
が
収
束
し
た
ら
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
の
ニ
ー
ズ
は
必

ず
戻
る
と
、
承
継
を
決
意
し
ま
し
た
。
そ
し
て
事

業
再
建
の
た
め
、
ソ
フ
ト
と
ハ
ー
ド
の
両
面
か
ら

リ
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
に
着
手
し
た
ん
で
す
」

︱
︱ 

ソ
フ
ト
面
で
は
、
ま
ず
社
員
の
意
識
改
革

に
取
り
組
ん
だ
。
ど
ん
な
組
織
に
し
て
い
き
た
い

か
を
言
語
化
す
る
た
め
、
自
社
の
強
み
や
挑
戦
し

た
い
こ
と
な
ど
を
社
員
に
議
論
し
て
も
ら
い
、
経

営
幹
部
は
企
業
と
し
て
の
未
来
像
な
ど
を
明
ら
か

に
し
た
。
こ
れ
ら
を
組
み
合
わ
せ
、「
旅
行
に
限

ら
な
い
あ
ら
ゆ
る
移
動
に
関
す
る
不
便
を
解
消
す

る
」の
が
同
社
の
役
割
だ
と
考
え
、「
旅
を
も
っ
と

身
近
に
」と
い
う
パ
ー
パ
ス
を
策
定
。
全
社
員
を

巻
き
込
ん
だ
こ
と
で
、
社
員
一
人
ひ
と
り
が
パ
ー

パ
ス
を
自
分
事
と
し
て
捉
え
、
仕
事
に
落
と
し
込

め
る
よ
う
に
な
っ
た
。

  

「
厳
し
い
事
業
環
境
で
は
あ
り
ま
し
た
が
、
常

に
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
風
土
の
醸
成
に
も
取
り
組

み
ま
し
た
。
チ
ャ
レ
ン
ジ
に
よ
る
失
敗
か
ら
成
長

が
生
ま
れ
る
と
考
え
、
行
動
指
針
に『
失
敗
を
愛

し
成
長
に
つ
な
げ
る
』と
い
う
内
容
を
盛
り
込
み
、

人
事
評
価
の
項
目
に
も『
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
た
か
ど

う
か
』を
加
え
ま
し
た
。
さ
ら
に
尽
力
し
た
の
が

情
報
共
有
の
徹
底
で
す
。
情
報
が
あ
る
か
ら
こ
そ

最
適
な
判
断
に
つ
な
が
り
、
全
社
員
で
共
有
す
る

こ
と
で
企
業
全
体
の
力
も
上
が
り
ま
す
。
そ
こ
で

私
の
考
え
を
週
報
で
発
信
し
た
り
、
幹
部
会
議
の

議
事
録
を
全
て
社
内
で
共
有
し
た
り
す
る
な
ど
、

ハ
ー
ド
と
ソ
フ
ト
両
面
の
改
革
で

チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
風
土
を
醸
成

︱
︱ 

コ
ロ
ナ
禍
の
移
動
制
限
で
大
打
撃
を
受
け

た
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
業
界
。
そ
ん
な
さ
な
か
に
事
業

承
継
を
行
い
、
赤
字
転
落
か
ら
わ
ず
か
１
年
半
で

黒
字
化
を
果
た
し
た
の
が
テ
ィ
ー
ア
ン
ド
エ
ス

だ
。
多
機
能
で
高
品
質
、
デ
ザ
イ
ン
性
に
も
富
ん

だ
人
気
の
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
ブ
ラ
ン
ド「LEG

EN
D

 
W

A
LK

ER

」の
企
画
・
販
売
を
行
う
同
社
は
、

〝
ス
ー
ツ
ケ
ー
ス
＝
旅
行
〟と
い
う
概
念
を
覆
す

斬
新
な
発
想
で
成
長
を
続
け
て
い
る
。

  

「
私
が
社
長
に
就
任
し
た
の
は
２
０
２
１
年
１

月
で
す
。
創
業
者
で
あ
り
前
社
長
で
あ
る
父
が
病

で
倒
れ
た
の
と
ほ
ぼ
同
時
に
コ
ロ
ナ
禍
と
な
り
、

業
績
が
悪
化
。
先
行
き
が
見
え
ず
離
脱
す
る
社
員

が
増
加
す
る
と
い
う
危
機
的
状
況
で
し
た
。
売
り

上
げ
は
前
年
よ
り
８
割
も
減
少
し
ま
し
た
が
、
父

株
式
会
社

テ
ィ
ー
ア
ン
ド
エ
ス

自社ブランドをリブランディングし
商品の差別化を図る

パーパスを策定し
社員の意識改革を図り

チャレンジ体質へ

スーツケースの用途を「旅行」から
「移動」に広げマーケットを拡大

ここが注目ポイント

スーツケースは旅行だけじゃない！
組織とブランドの“再定義”で
V字回復を果たしたスーツケースメーカー

代表取締役社長

斉 真希 氏

代表ブランド「LEGEND WALKER」。デザインも豊富で、全てが厳格な品質基準をク
リアし、不具合発生時にもアフターサービスを提供する

機能の一例

ペットキャリー「iCO」 コスプレイヤーと開発した「LAYER」

利用シーンを“旅行”から“移動”へ

柔軟さと丈夫さを融
合させたPCファイ
バー素材

タイヤ部分に静音性の高い素材を使用し、内
蔵スプリングが路面からの振動を吸収。ベアリ
ング構造でガタガタ道でも滑らかな走行が可
能（特許取得）

内蔵スプリング

静音TPE素材

ベアリング構造

小物掛けフック

カップホルダー

業界最大の10cm拡張機能を搭載し
た薄型スーツケース「FIT」。拡張さ
せた状態でも型崩れを防ぐ特殊プレー
ト（特許取得）を内蔵

ペンや手帳、書類などのビジネスアイテム
を整理して収納できる蛇腹式内装を装備し
たアルミニウム製スーツケース「BLADE 
Aluminum Biz」

25cm15cm ● 静音キャスター

● 素材

● 便利な機能

スマホスタンド付きキャ
リーバー、USBポート



＊ 家具などのインテリア品は実際の展示と
　 異なる場合があります

編集室より

■	送付先の変更、広告掲載・誌面に対するご意見などは
	 以下までご連絡ください。

メールアドレス：kenzai-monthly@sfc.co.jp
住友林業株式会社 木材建材事業本部 業務企画部

■ 弊社ホームページにPDF版を掲載中です。
住友林業　建材マンスリー
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　2025年1月30日、経済産業省は「第102回調達価格
等算定委員会」を開催、2025年度以降の固定価格買取
制度（FIT）における買取価格等に関する委員会の意見
を取りまとめ、公表した。
　2026年度からFIT制度に「初期投資支援スキーム」
を導入し、4年間は住宅用の太陽光発電電力（10kW未
満）の買取価格を高く設定した制度設計で行う。2024
年 度16円 /kWh、2025年 度15円 /kWh に 対 し、
2026年度から当初4年間は24円/kWh（2025年度の
1.6倍）とし、５～10年間は8.3円/kWhと減額する。
なお2025年度下半期からは、2026年度の買取価格24
円/kWhが適用される。
  「初期投資支援スキーム」の導入は第95回の同委員会で
提示され、財務体力が小さい傾向にある建物所有者に対
する具体的なスキームについて議論がされてきた。今回、
初期投資費用の早期回収を可能とすることで、住宅や民
間部門での屋根設置太陽光発電の取り組み促進を図る。

　総務省は2023年10月１日現在の「住宅の構造等に関す
る集計（確報集計）結果」を公表した。これは5年ごとに実
施している「住宅・土地統計調査」のうち、持ち家の増改築・
改修工事や耐震改修工事などの項目について集計したもの。
● 増改築・改修工事等 
　2019年以降、増改築・改修工事等が行われた持ち家
は974万8,000戸で、持ち家全体の28.8％となり、建
築時期別にみると2000年以前に建築された持ち家が3
割以上だった。工事内容は「台所・トイレ・浴室・洗面
所の改修工事」が16.1％と最も高かった。次いで「屋
根・外壁等の改修工事」が12.4％、「天井・壁・床等の
内装の改修工事」が7.5％となった。 
● 耐震改修工事
　2019年以降、耐震改修工事が行われた持ち家は63万
7,000戸で、持ち家全体の1.9％となった。工事の内容は、

「壁の新設・補強」が46.0％と最も多く、次いで「金具に
よる補強」が38.0％、「基礎の補強」が34.5％だった。
● 高齢者等のための設備工事
　2019年以降、高齢者等のための設備工事が行われた
持ち家は441万戸で、持ち家全体の13.0％となった。
割合は、「階段や廊下の手すりの設置」が7.8％、「トイレ
の工事」が5.4％、「浴室の工事」が5.3％、「屋内の段差
の解消」が2.1％だった。
● 高齢者が住む住宅のバリアフリー化率
　65歳以上の高齢者のいる世帯（2,375万世帯）のうち、
一定のバリアフリー化住宅*1に居住している世帯は1,079
万5,000世帯（45.4％）、高度のバリアフリー化住宅*2

に居住している世帯は237万1,000世帯（10.0％）とな
り、2018年に比べて一定のバリアフリー化率が3ポイ
ント、高度のバリアフリー化率が1.2ポイント上昇した。 

※	2024年度および2025年度は、FIT制度のみ認められる対象とし、FIP制度が認められる対象としない
（全電源共通事項）
※	調達価格については、FIT認定事業者が課税事業者の場合には当該価格に消費税を加えた額とし、FIT

認定事業者が免税事業者の場合には当該価格に消費税を含むものとする
※	2024年度以降の調達価格・基準価格等（同年度以降に新規認定を取得した案件に限る）について、最

大受電電力が10kW以上の場合には、追加的に発電側課金相当額を加えた額とする
※	2024年度および2025年度はFIP制度が認められる対象を50kW以上とする。ただし事業用太陽光に

ついては、一定の条件を満たす場合には50kW未満であってもFIP制度が認められる対象とする
※	沖縄地域・離島等供給エリアについては、FIP制度のみ認められる対象とされている場合にも、FIT制

度を適用できることとする

*1		 一定のバリアフリー化住宅：人が居住する住宅について、高齢者等のための設備・構造のうち、2カ所以上の「手すりの設置」または「段差のない屋内」がある住宅
*2		 高度のバリアフリー化住宅：2カ所以上の「手すりの設置」「段差のない屋内」および「廊下などが車いすで通行可能な幅」がいずれもある住宅

あらゆるものがリユース・リサイクルされ、究極の循環型社会であった江戸時代。
紙くずや髪一本ですら再利用していたというから驚きです。太陽光パネルリユース・
リサイクル協会様の取材で、日本では太陽光パネルのリユースが進まないという
お話がありました。海外からの安い新品に価格で負けるとのこと。安い新品が選
ばれるのは致し方なしと思いつつも、描くべき未来は、現代版“江戸時代”なの
ではないでしょうか。どのような形で循環していくのか、今後も注目です。（E）

編
集
後
記

今月のニュース

表紙：住友林業（株）住宅事業本部　松山支店　松前展示場

「初期投資支援スキーム」の導入で太陽光発電（10kWh未満）の
買取価格を4年間24円/kWhに増額 —— 経済産業省

「令和5年住宅・土地統計調査」の住宅の構造等に関する集計
（確報集計）結果を公表 —— 総務省

● 2025年度以降の調達価格等について （太陽光発電：10kW未満）
（参考）2023年度 （参考）2024年度 （参考）2025年度 2026年度

FIT調達価格 16円/kWh 16円/kWh 15円/kWh（注1）
24円/kWh(～4年)

8.3円/kWh(5～10年)
（注1）

資本費 システム
費用 25.9万円/kW 25.5万円/kW 2024年度の

想定値を据え置き
2025年度の

想定値を据え置き

運転維持費 0.30万円/kW/年 2023年度の
想定値を据え置き

2024年度の
想定値を据え置き

2025年度の
想定値を据え置き

設備利用率 13.7％ 2023年度の
想定値を据え置き

2024年度の
想定値を据え置き

2025年度の
想定値を据え置き

余剰売電比率 70.0％ 2023年度の
想定値を据え置き

2024年度の
想定値を据え置き

2025年度の
想定値を据え置き

自家消費分
の便益 26.34円/kWh 26.46円/kWh 27.31円/kWh 2025年度の

想定値を据え置き

調達期間終了後の
売電価格 9.5円/kWh 10.0円/kWh 2024年度の

想定値を据え置き
2025年度の

想定値を据え置き

IRR（税引前）
（法人税等の税引前

の内部収益率）
3.2％ 2023年度の

想定値を据え置き
2024年度の

想定値を据え置き
2025年度の

想定値を据え置き

調達期間 10年間 10年間 10年間（注1） 10年間（注1）

（注1）2026年度のFIT調達価格・調達期間については、2025年度下半期にも適用
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（出典：国土交通省ホームページ　http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jutaku_list.html）
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